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企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針（概要） 

 
＜背景＞ 

○ 近年における暴力団の不透明化や資金獲得活動の巧妙化を踏まえると、企業は、暴

力団関係企業等と知らずに結果的に経済取引を行ってしまう可能性がある。 

○ 反社会的勢力の排除は、企業にとって、社会的責任の観点から必要であり、コンプ

ライアンスそのものであるとも言える。 

○ 反社会的勢力は、従業員等を含めた企業自身に多大な被害を生じさせるものである

ことから、反社会的勢力との関係遮断は、企業防衛の観点からも必要不可欠な要請で

ある。 

   

１ 反社会的勢力による被害を防止するための基本原則 

○ 組織としての対応 

○ 外部専門機関との連携 

○ 取引を含めた一切の関係遮断 

○ 有事における民事と刑事の法的対応 

○ 裏取引や資金提供の禁止 

 

２ 基本原則に基づく対応 

(1) 反社会的勢力による被害を防止するための基本的な考え方 

反社会的勢力による不当要求に対する上記１の基本原則に基づいた対応等を列挙。 

(2) 平素からの対応 

代表取締役等の経営トップが上記(1)の内容を宣言し、その宣言を実現するための社

内体制の整備を行うこと等、平素から実施すべき事項を列挙。 

(3) 有事の対応（不当要求への対応） 

反社会的勢力からの不当要求がなされた場合に組織全体で対応すること等、有事に

実施すべき事項を列挙。 

 

３ 内部統制システムと反社会的勢力による被害防止との関係 

会社法上の大会社等の取締役会は、内部統制システムの整備を決定する義務を負い、

また、ある程度以上の株式会社の取締役は、善管注意義務として、内部統制システムを

構築し、運用する義務があると解されている。 

反社会的勢力による不当要求には、従業員等を対象とするものが含まれ、それが不祥

事を理由とする場合には、事案を隠ぺいしようとする力が働きかねない。よって、反社

会的勢力による被害の防止は、内部統制システムに明確に位置付けることが必要である。 


